
平成23年度決算に係る財政健全化判断比率等について
　これは、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づいて、すべての都道府県と市町村で算定するものです。
算定するのは 財政運営の健全さを示す４ の指標【健全化判断比率】と 水道事業など公営企業会計の経営の健全さを示す指標【資金　算定するのは、財政運営の健全さを示す４つの指標【健全化判断比率】と、水道事業など公営企業会計の経営の健全さを示す指標【資金

不足比率】です。
　算定した指標は、監査委員の監査を経て、議会に報告するとともに、住民の皆様に公表します。
　また、指標が一定の基準を超えた場合、外部監査・議決を経て財政の健全化に向けた計画を定めるとともに、その実施を求められることとな
ります。

１．健全化判断比率

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

平成21年度決算 － － 19.4 181.4

健全化判断比率（４指標）

平成 年度決算 19.4 181.4

平成22年度決算 － － 16.7 162.1

平成23年度決算 － － 15.7 154.1

( 13 73 ) ( 18 73 ) ( 25 0 ) ( 350 0 )早期健全化基準

邑南町の
算定値

( 13.73 ) ( 18.73 ) ( 25.0 ) ( 350.0 )

( 20.00 ) ( 35.00 ) ( 35.0 ) －

説明

・実質赤字比率

早期健全化基準

財政再生基準

・実質赤字比率

・連結実質赤字比率

　福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示します。
　邑南町では、赤字を計上していないため実質赤字比率は算定されていません。

　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の深刻度を示
します

・実質公債費比率

します。
　邑南町では、赤字を計上していないため連結実質赤字比率は算定されていません。

　借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示します。この比率が18％を超えると地方債を発行する際に
県の許可が必要になります県の許可が必要になります。
　邑南町では、平成19年度決算において24.3％と早期健全化基準の一歩手前という危機的な状況でした。
　このため、借入金の繰上償還（平成18年度～22年度にかけて元金約15億9,800万円）を行うとともに事務事業の見直しを行いました。また、
雇用・経済対策等に伴う地方交付税等の増額もあって、平成23年度決算では15.7％まで改善しています。



・将来負担比率

地方公共団体の一般会計の借入金（町債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高の程度を指標化し 将来財政を圧　地方公共団体の一般会計の借入金（町債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧
迫する可能性が高いかどうかを示します。
　邑南町では、合併前後の各種大型事業の実施により借入金が増大したことに伴い、将来負担比率も高くなっています。平成19年度以降借
入金の総額を抑制するとともに、繰上償還を計画的に実施したことなどにより改善傾向にあります。

・早期健全化基準

　健全化判断比率が「早期健全化基準」以上になった場合は、「財政健全化計画」を定め、自主的かつ計画的な財政健全化を行う必要があ
ります。

・財政再生基準

　健全化判断比率が「財政再生基準」以上になった場合、「財政再生計画」を定め、国・県の関与の下で財政再生を行う必要があります。

２．資金不足比率

簡易水道事業
特別会計

下水道事業
特別会計

資金不足比率
特別会計 特別会計

平成21年度決算 － －
平成22年度決算 － －

資金不足比率

邑南町の
算定値

平成23年度決算 － －

説明

経営健全化基準

算定値

( 20.00 )

説明

・資金不足比率

　公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入等の規模と比較して指標化し、経営状況の深刻度を示します。20.0％以上で
経営健全化団体となり、公営企業の経営の健全化を図る計画を策定しなければなりません。
　邑南町では、資金不足が生じた公営企業はないため、資金不足比率は発生していません。


